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　2025(令和7)年度予算が3月19日の市議会において可決されました。
　予算規模は、一般会計が1,808億9,500万円、特別会計が857億3,059万円、公営
企業会計が477億4,998万円、予算総額は3,143億7,557万円となっており、前年度
の当初予算と比べ、それぞれ107.7%、99.6%、101.3%、104.4％となっていま
す。なお予算書は市民相談情報課、市民図書館でご覧になれます。また、市のHP
の財政課のページからもご覧になれます。
　問い合わせ　財政課☎︎内線2302、薨（50）8405

2025(令和7)年度2025(令和7)年度

予算のあらまし予算のあらまし
一　般　会　計 1,808億9,500万円
特　別　会　計 857億3,059万円

公　営　企　業　会　計 477億4,998万円
合　　　計 3,143億7,557万円

予 算 の 規 模

1,808億9,500万円 自主財源� 1,084億2,170万円（59.9%）
依存財源� 724億7,330万円（40.1%）  一 般 会 計
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10500

都市計画税の使い道
下 水 道 費 33億4,897万円

土地区画整理費 23億1,078万円

公 債 費 5億8,352万円

公 園 費 7,470万円

街 路 事 業 費 1,173万円

合 計 63億2,970万円

入湯税の使い道
観 光 振 興 費 1,080万円

市税の状況� （一般会計）
項　目 予算額
市　　税 894億3,400万円
市 民 税 432億9,600万円
固定資産税 339億8,740万円
都市計画税 63億2,970万円
市たばこ税 26億5,340万円
事 業 所 税 25億1,510万円
軽自動車税 6億4,160万円
入 湯 税 1,080万円

市民負担および収入の状況� （一般会計）
項　目 １人当たり １世帯当たり

自
主
財
源

市 税 201,566円 437,979円

そ の 他 42,794円 92,987円

依
存
財
源

国庫支出金 81,068円 176,151円
県 支 出 金 30,392円 66,039円
市 債 16,532円 35,923円
そ の 他 35,348円 76,806円

合 　 計 407,700円 885,885円

議会費
1人 当 た り …1,528円
1世帯当たり…3,320円
●市議会の運営

教育費
1人当たり…33,896円
1世帯当たり…73,651円
●�小･中学校、図書館、ス
ポーツ施設の運営･整備
●学校給食の運営

総務費
1人当たり…49,292円
1世帯当たり…107,105円
●�庁舎・市民センターなど
の運営、デジタル市役所
●広報、税務、戸籍事務
●防災対策

衛生費
1人当たり…40,753円
1世帯当たり…88,552円
●健康増進、公衆衛生
●保健所の運営
●感染症への対応
●ごみの収集・処理�

商工費
1人 当 た り …3,838円
1世帯当たり…8,340円
●中小企業、商店街の振興
●�観光客誘致のための宣
伝、観光施設運営

公債費
1人当たり…19,983円
1世帯当たり…43,421円
●�銀行などへの借入金に
対する返済金

環境保全費
1人 当 た り …4,323円
1世帯当たり…9,394円
●緑地保全、温暖化対策
●水質汚濁などの公害防止
●交通安全活動、防犯対策

労働費
1人 当 た り …1,007円
1世帯当たり…2,188円
●就労支援
●技能振興

土木費
1人当たり…46,071円
1世帯当たり…100,106円
●�市営住宅、公園、道路、�
橋りょう、河川の整備・�
維持、都市基盤整備

予備費
1人 当 た り …��225円
1世帯当たり…��490円

民生費 �
1人当たり…191,856円
1世帯当たり…416,881円
●�高齢者・障がい者など
の福祉・医療の充実
●保育園の運営
●小児医療

農林水産業費
1人 当 た り …1,728円
1世帯当たり…3,756円
●農業・水産業の振興
●地産地消の推進
●担い手育成

消防費
1人当たり…13,200円
1世帯当たり…28,681円
●�消防・救急のための運
営、施設整備
●大規模震災等対策

合 �計
1人当たり…407,700円
1世帯当たり…885,885円

県下16市平均
（横浜・川崎・相模原市を除く）
1人当たり…438,690円
1世帯当たり…967,012円

資料の基準

2025年1月1日現在

人口
443,696人

世帯
204,197

予算の使い道を見てみましょう予算の使い道を見てみましょう

事業所税の使い道
道 路 維 持 費 5億319万円
土 地 区 画 整 理 費 4億151万円
小学校費・学校建設費 2億6,043万円
地 震 対 策 費 2億1,900万円
塵芥(じんかい)処理費 1億6,648万円
都 市 計 画 総 務 費 1億4,962万円
中学校費・学校建設費 1億2,585万円
公 害 防 止 費 1億2,584万円
道路橋りょう総務費 1億537万円
道 路 新 設 改 良 費 8,147万円
学 校 給 食 管 理 費 7,811万円
河 川 改 修 費 5,331万円
児 童 保 育 費 4,870万円
特別支援学校費・学校建設費 2,466万円
公 園 費 1,822万円
図 書 館 費 962万円
橋 り ょ う 維 持 費 790万円
体 育 施 設 費 482万円
橋りょう新設改良費 276万円
街 路 事 業 費 249万円
合 　 計 23億8,935万円
※徴収に要する費用を控除しています

ごみの処理対策にいくら掛かる？
●ごみ年間処理量 ●年間処理費用

126,982t 92億4,248万円

20,831円（年間）
57円（1日）

45,263円（年間）
124円（1日）

市税1,000円当たりの使い道
納めていただく市税1,000円はこのように使われます

その他11円

公債費
78円

教育費
104円

消防費47円

土木費
128円

衛生費
114円

民生費
354円

総務費
146円

商工費6円環境保全費12円

市民1人当たり 1世帯当たり

依
  存

  財  
源

自  主  財
  源

歳　出市税
894億3,400万円
（49.4%）国庫支出金

359億6,952万円
(19.9％)

その他　5億1,400万円(0.2％)
内訳 ・環境性能割交付金　2億7,400万円
　　 ・地方交付税　1億円
　　 ・利子割交付金　6,800万円
　　 ・交通安全対策特別交付金　5,400万円
　　 ・ゴルフ場利用税交付金　1,800万円

地方特例交付金　4億7,900万円(0.3％)
配当割交付金　7億3,400万円(0.4％)
地方譲与税　9億1,761万円(0.5％)
法人事業税交付金　11億3,100万円(0.6％)
株式等譲渡所得割交付金　12億2,100万円(0.7％)
市債　73億3,530万円(4.1％)
地方消費税交付金
106億8,700万円(5.9％)
県支出金　
134億8,487万円(7.5％)

農林水産業費 7億6,686万円(0.4%)
商工費　17億302万円(0.9％)
環境保全費　19億1,823万円(1.1％)
消防費 58億5,667万円(3.2％)
公債費 
88億6,646万円(4.9％)

議会費　6億7,798万円(0.4％)
労働費　4億4,668万円(0.2％)
予備費　1億円(0.1％)

民生費
851億2,594万円
(47.1％)

教育費
150億3,928万円
(8.3％)

総務費
218億7,051万円
(12.1％)

土木費
204億4,132万円
(11.3％)

衛生費
180億8,205万円(10.0％)歳　入

寄附金
12億4,573万円(0.7％)
繰越金　
20億円(1.1％)
分担金および負担金など
21億8,328万円(1.2％)
使用料および手数料
33億7,218万円(1.9％)
諸収入　41億4,402万円(2.3％)
繰入金　60億4,249万円(3.3％)

森林環境譲与税の使い道
みどり普及費 6,446万円

一般会計繰入金
33億4,504万円(8.8％）

後期高齢者医療
　広域連合納付金
   82億8,014万円
     (98.6％） 

総務費など
1億1,765万円(1.4％）

後期高齢者医療保険料
73億4,250万円
(87.4％） 

一般会計繰入金
10億3,239万円

(12.3％） 諸収入など
2,290万円(0.3％）

83億9,779万円
（100％）

歳出歳入

後期高齢者医療事業費特別会計

介護サービス費
294億2,400万円
 (83.8％） 

地域支援事業費
16億5,748万円(4.7％）

その他サービス費など
14億4,880万円(4.1％） 

総務費など　
17億3,407万円
(4.9％） 

介護予防サービス費　8億7,410万円(2.5％） 

国･県支出金
121億7,073万円(34.6％） 

支払基金交付金
89億9,454万円
(25.6％） 

介護保険料
84億9,424万円
(24.2％） 

一般会計繰入金
54億6,390万円

(15.6％）
基金繰入金など　1,504万円(0.0％）

介護保険事業費特別会計

歳出
351億3,845万円
（100％）

歳入

減価償却費
55億9,853万円
(26.3％）

その他　
1億4,690万円(0.7％）

下水道使用料
70億9,286万円
(41.1％） 

一般会計繰入金
46億8,895万円
(27.2％）

企業債
26億3,180万円
(15.2％）

受益者負担金など　
21億2,124万円(12.4％）

国庫補助金
7億865万円(4.1％）

維持管理費
74億6,955万円
(35.1％）

建設費
45億3,849万円
(21.4％）

下水道事業費特別会計
（公営企業会計）

支出
212億
5,276万円
（100％）

172億
4,350万円
（100％）

収入

市民病院事業会計
（公営企業会計）

支出
264億
9,722万円
（100％）

240億
1,690万円
（100％）

収入

給与費
121億383万円
(45.7％）入院収益

145億8,505万円
(60.7％）

外来収益
59億9,410万円
(25.0％）

一般会計繰入金
20億668万円(8.3％）
その他　10億417万円(4.2％）
企業債　4億2,690万円(1.8％）

材料費
60億4,761万円
(22.8％）

経費
42億521万円
(15.9％）

施設整備･固定資産購入費
9億9,938万円(3.7％）

減価償却費など
14億9,782万円(5.7％）

その他医業外費用など　7億8,884万円(3.0％）
企業債償還金など　8億5,453万円(3.2％）

国民健康保険事業費特別会計

歳入 歳出
379億9,500万円
（100％）

保険給付費
254億9,153万円
(67.1％）

国民健康保険
事業費納付金
115億5,648万円
(30.4％）

総務費
5億6,341万円(1.5％）

保健事業費
2億9,569万円(0.8％）

諸支出金など　6,789万円(0.2％）
予備費　2,000万円(0.0％）

県支出金
259億2,024万円
(68.2％）

国民健康保険料
84億6,010万円
(22.3％）

基金繰入金など
2億6,862万円(0.7％）

国庫支出金　100万円(0.0％）

企業債償還金
および利息
34億9,929万円
(16.5％）

※�地方公営企業法が適用される会計として、下水道事業費と市民病院事業の２つがあります。この公営企業会計では施設整備などの財源として、グラフに示した
収入以外に、減価償却などに伴い発生する｢現金の支出を伴わない費用｣により会計内に残る資金(内部留保資金)があり、この資金を充てることによって、支出
と収入の差額を補填しています
※各数値は端数処理を行っています

特特 別別 会会 計計 等等

特
別
会
計
等

国民健康保険事業費 379億9,500万円

後期高齢者医療事業費 83億9,779万円

介護保険事業費 351億3,845万円

下水道事業費（公営企業会計） 212億5,276万円

市民病院事業（公営企業会計） 264億9,722万円

北部第二（三地区）土地区画整理事業費 34億2,916万円

墓園事業費 7億7,019万円

市と県が共同で運営する医療保険制度で、窓口事
務などは市が行います。健康保険組合などの被用者保険とは別に運営しています。

国民健康保険事業費国民健康保険事業費

神奈川県後期高齢者医療広域連合が運営する後期
高齢者医療制度の窓口事務などを行います。
後期高齢者医療事業費後期高齢者医療事業費

介護や支援が必要な高齢者などに、介護サービス
や介護予防サービスに係る給付事業を実施します。また介護や支援が必要な状態
にならないよう、介護予防・日常生活支援総合事業などの地域支援事業を実施し
ます。

介 護 保 険 事 業 費介 護 保 険 事 業 費

下水道事業は、都市基盤整備事業として、生活環
境の改善、浸水対策および公共用水域の水質の保全などを推進しています。

下 水 道 事 業 費下 水 道 事 業 費

市民病院は、地域の基幹病院として高度医療を担
うとともに、地域の医療機関と連携して、地域完結型の医療を進めています。

市 民 病 院 事 業市 民 病 院 事 業

そのほかの特別会計

○�北部第二(三地区)土地区画整理事
業費

　�　快適に暮らせるまちづくりのた
めの土地区画整理事業として、湘
南台駅の北西約1.5kmに位置する
面積275.2haの区域を整備するた
めに設置した特別会計です

○墓園事業費
　�　豊かな緑に囲まれた都市公園機
能と心安まる墓地環境を兼ね備え
た大庭台墓園を運営するために設
置した特別会計です

　市の予算には、一般会計のほかに7の特別会計等があります。下
水道や病院などの事業は、特定の料金収入によって運営していま
す。この場合、一般会計と区別した特別会計・公営企業会計のもと
に予算を編成し、それぞれ独立して事業を実施しています。

　藤沢市の財政状況をわかりやすく解
説した「わかりやすい藤沢市の財政」を
各年度で作成しています。
　「わかりやすい藤沢市の財政2025」か
らは、入門編となる簡易版（まんが形
式）に加え通常版で、財政健全化法に
よる健全化判断比率の解説、財務書類
から見た藤沢市の財政状況などを解説
しています。

わかりやすい藤沢市の財政


